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はしがき

　本書は、地方公務員法を初めて学ぶ方でも理解できるように、地方公務
員法の必須 80 項目を厳選して取り上げ、Q&A形式で解説しています。
条文をかみ砕いて、なるべく平易に表現し、随所に図や表を織り交ぜてわ
かりやすさを追求しました。一問一答でテーマごとに完結していますの
で、どこからでも読み始めることができ、確認したい事項を辞典代わりに
使うのにも便利な本です。
　また、行政実例や重要判例をなるべく多く記載するとともに、平成 26
年の地方公務員法改正で新たに導入された人事評価制度や退職管理につい
ても対応しており、昇任試験の参考書としても最適です。さらに、「NOTE」
と題した各項目末尾のコラムでは、私自身が経験から得た実務上の留意点
や法改正の経緯・背景なども取り上げているため、ベテラン職員や管理職
の方にも十分読み応えのある内容になっていると思います。地方公務員法
のエッセンスを凝縮した「逐条解説のコンパクト版」に仕上げましたの
で、必携の書としてご活用いただければ幸いです。
　地方公務員法は、地方公共団体で働く職員にとって、勤務条件や身分を
規定する最も基本となる法律です。長年、地方公務員の人事・給与制度に
携わってきた者として、職務経験の中で直面した問題や再認識した事柄
を、次代を担う職員の皆さんにお伝えできれば、これに勝る喜びはありま
せん。
　最後に、この本の出版に当たっては、地方公務員人事労務研究会代表の
小川友次先生にご尽力いただきました。また、特別区人事・厚生事務組合
の職員の皆さんのご協力をいただきました。ここに深く感謝を申し上げま
す。

　2016 年４月

澤田　千秋□



4

Ｑ＆Ａ やさしくわかる地方公務員法 ●もくじ

1 総　則

🅠１　地方公務員法の目的は何か　10

🅠２　地方公務員に関する法律にはどのようなものがあるか　12

🅠３　地方公務員であるかどうかの判断基準は何か　14

🅠４　地方公務員にはどのような種類があるか　16

🅠５　一般職と特別職の違いは何か　18

２ 人事機関

🅠６　職員の任命権は誰にあるのか　20

🅠７　人事委員会の役割は何か　22

🅠８　人事委員会には、どのような権限があるか　24

🅠９　人事委員会はどのような組織なのか　26

🅠10　人事委員会はどのように運営されるのか　28

３ 任用・人事評価

🅠11　平等取扱いの原則とはどのようなものか　30

🅠12　情勢適応の原則とはどのようなものか　32

🅠13　職員の任用は何を基準に行われるか　34

はしがき　3

凡例　9



5

🅠14　職員には誰でもなれるのか　36

🅠15　任命の方法にはどのような種類があるのか　38

🅠16　任用する際の判断基準は何か　40

🅠17　職員はどのように採用するのか　42

🅠18　採用試験はどのように行われるのか　44

🅠19　昇任するために必要な条件とは何か　46

🅠20　条件付採用と正式採用の違いは何か　48

🅠21　職員を臨時的に採用することはできるか　50

🅠22　期限付きで職員を採用することはできるか　52

🅠23　人事評価制度の目的とは何か　54

４ 勤務条件・休業

🅠24　職員の勤務条件の原則とは何か　56

🅠25　職務給の原則とはどのようなものか　58

🅠26　均衡の原則とはどのようなものか　60

🅠27　職員の給与決定に住民は関与できるか　62

🅠28　給与はどのように支払われるのか　64

🅠29　給与条例には何を定めるのか　66

🅠30　人事委員会勧告はなぜ必要なのか　68

🅠31　人事委員会の給与勧告は何に基づいて行われるのか　70

🅠32　職員にはどのような手当が支給されるのか　72

🅠33　非常勤職員の給与はどのようになっているのか　74

🅠34　勤務時間にはどのような原則が適用されるのか　76



6

５ 分限・懲戒

🅠41　職員の身分はどのように保障されているのか　90

🅠42　分限処分にはどのようなものがあるのか　92

🅠43　分限処分はどのような手続きで行われるのか　94

🅠44　懲戒処分にはどのようなものがあるのか　96

🅠45　懲戒処分はどのような手続きで行われるのか　98

🅠46　職員の責任にはどのようなものがあるのか　100

６ 退　職

🅠47　職員の定年は何歳か　102

🅠48　定年退職に特例はあるのか　104

🅠49　定年退職後の職員を採用することはできるのか　106

７ 服　務

🅠50　職員が従わなければならない服務の基準は何か　108

🅠51　職務を行う上で従わなければならないことは何か　110

🅠35　時間外勤務命令には従わなければならないのか　78

🅠36　休憩時間はどれくらい与えられるのか　80

🅠37　休日はどれくらいあるのか　82

🅠38　職員にはどのような休暇が与えられるのか　84

🅠39　有給休暇はいつでも取ることができるのか　86

🅠40　休業にはどのような種類があるのか　88



7

８ 研修・福利厚生

🅠62　職員研修の目的とは何か　132

🅠63　職員の厚生制度にはどのようなものがあるのか　134

🅠64　健康保険や年金の制度はどのようになっているのか　136

🅠65　職務中に怪我をしたらどうなるのか　138

９ 利益保護

🅠66　勤務条件を改善するにはどうすればよいか　140

🅠67　措置要求をした後はどうなるのか　142

🅠68　不利益処分に不服があるときはどうすればよいか　144

🅠69　審査請求をした後はどうなるのか　146

🅠70　不利益処分に対して訴訟を起こすことはできるか　148

🅠52　住民の信用を得ることも職員の責務なのか　112

🅠53　職員が守らなければならない秘密とは何か　114

🅠54　職務時間中は、職務以外の事は一切できないのか　116

🅠55　制限される政治的行為にはどのようなものがあるか　118

🅠56　職員が政党の役員になることはできるか　120

🅠57　職員は選挙運動をすることができるか　122

🅠58　職員はストライキをすることができるか　124

🅠59　争議行為に対する罰則はどのようなものか　126

🅠60　職員のアルバイトは禁止されているのか　128

🅠61　営利企業に再就職した元職員にはどのような規制があるのか　130



8

10 職員団体

🅠71　職員の労働基本権はどのような制約を受けるのか　150

🅠72　職員団体と労働組合の違いは何か　152

🅠73　登録職員団体になるメリットとは何か　154

🅠74　職員団体とはどのように交渉するのか　156

🅠75　企業職員の労働組合とはどのような交渉になるのか　158

🅠76　職員団体のための活動に制約はあるか　160

11 補　足

🅠77　特例が適用されるのはどのような職員か　162

🅠78　職員には労働組合法は適用されないのか　164

🅠79　職員の給与の状況を住民は知ることができるか　166

🅠80　総務省の助言とはどのようなものか　168

参考文献



12

Q

A

　地方公務員に関する従前の法令、条例、規則、規程の定めが、地方公務
員法に抵触するときは、地方公務員法が優先します（法２条）。
　この規定は、「後法優先の原則」を定めたものですが、このことは、「上
位法優先の原則」や「特別法優先の原則」と並んで、法解釈上の基本原則
です。これを明文であえて規定した意味は、この地方公務員法が初めての
統一法規として制定された由来を示すことにより、１条の目的と合わせて
地方公務員の基本法としての性格を明らかにしたことにあります。

　地方公務員を規律する法規範は、地方公務員法が基本であり、統一的な
取扱いがなされます。上位の法規としては、最高法規としての日本国憲法
及び地方自治法があります。
　地方公務員といっても、従事する職務は一般の行政職から教育、警察、
消防、交通、水道、病院、清掃など多種多様です。したがって、職務の特
殊性などから数多くの特例を定めた法律があります。
　組織に関するものとしては、地方教育行政の組織及び運営に関する法
律、地方公営企業法、警察法、消防組織法などがあります。また、労働者
一般に適用される労働基準法は原則として地方公務員全般に適用されます
が、労働組合法及び労働関係調整法は、企業職員など特定の職員について
限定的に適用されます。さらに、福利厚生関係では、地方公務員等共済組
合法や地方公務員災害補償法があります。加えて、教育公務員特例法など
特定の職種に就く者の特例を定める法律もあります。

地方公務員法で基本的な事項は規定されていますが、特例
を定めた多くの法律があります。

地方公務員に関する法律には
どのようなものがあるか2

❖地方公務員法は基本法

❖特例法も多数ある
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則

N O T E
　国家公務員法は昭和22年に制定されましたが、地方公務員法の成立は昭
和25年まで遅れました。当時の労働運動は官公労働者が中心で、ゼネラル・
ストライキ突入寸前の騒然とした情勢でした。そのため、昭和23年にマッ
カーサー書簡を受けて政府は政令201号を公布し、公務員の争議権などの
労働基本権を大幅に制限することとしました。この政令により、国家公務員
法も大改正が行われ、策定中だった地方公務員法も当初の方針が変更され、
大幅な内容の修正が必要となりました。

【地方公務員制度の法体系（概要）】
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Q

A 職員を任用するには、標準的な職に求められる職務遂行能
力を有している必要があります。

任用する際の判断基準は何か16

　これまで、地方公務員法では、採用、昇任、降任、転任について明確に
は規定されていませんでした。そこで、平成 26 年の地方公務員法改正で
は、能力及び実績に基づく人事管理の徹底の観点から、国家公務員法と同
様に次のとおりに定義されました（法 15 条の２）。

　職制上の段階とは、組織における指揮監督の系統や序列等の階層秩序を
表すものとされています。例えば、課長は係長に対し職務上の命令をした
り、休暇の承認をしたりする権限がありますが、この場合、課長が上位の
職制上の段階の職で、係長が下位の職制上の段階の職となります。
　そして、任命権者は、職制上の段階に応じて標準的な職を定めなければ
なりません。また、標準的な職は、職務の種類に応じて定める必要があり

❖任用の定義が明確になった

❖職制上の段階ごとに標準的な職を定める

　【任用の種類と定義】

任用の種類 定　　　義

採　用 職員以外の者を職員の職に任命すること
（臨時的任用を除く）

昇　任 職員をその職員が現に任命されている職より上位の職制上の
段階に属する職員の職に任命すること

降　任 職員をその職員が現に任命されている職より下位の職制上の
段階に属する職員の職に任命すること

転　任 職員をその職員が現に任命されている職以外の職に任命する
ことで、昇任、降任に該当しないもの



41

3
任
用
・
人
事
評
価

ます。行政職であれば、係員、係長、課長補佐、課長、部長といった各職
制上の段階の代表的な職が標準的な職となります。

　
　標準的な職の職務を遂行する上で発揮することが求められる能力を、標
準職務遂行能力といいます。これは、職員の採用、昇任、降任、転任の判
断に当たり用いられるもので、任命権者が定めることとなっています。具
体的には次のような能力をいいます。

❖標準職務遂行能力が任用の判断基準

N O T E
　平成26年の地方公務員法改正は、人事評価制度を新たに導入し、これに
基づいて能力・実績による人事管理を徹底するものです。実は、国家公務員
法については、すでに平成19年に先行して改正されており、本来は同時期
に地方公務員法も改正される予定でした。しかし、平成19年、24年の国
会審議の途中で、いずれも衆議院の解散により廃案となり、３度目の正直で
やっと日の目をみるという難産の改正となりました。

　【標準職務遂行能力の例（係長の場合）】

職 務 遂 行 能 力

一　倫理
全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、係の課題に責
任をもって取り組むとともに服務規律を順守し、公正に
職務を遂行することができる

二　構想
所管行政を取り巻く状況を的確に把握し、住民の視点に
立って、行政課題に対応するための方針を示すことがで
きる

三　判断 係の責任者として、適切な判断を行うことができる

四　説明・調整
所管行政について適切な説明を行うとともに、組織方針
の実現に向け、関係者と調整を行い、合意を形成するこ
とができる

五　業務運営 コスト意識をもって効率的に業務を進めることができる

六　組織統率・
　人材育成

適切に業務を配分した上、進捗管理及び的確な指示を行
い、成果を挙げるとともに、部下の指導・育成を行うこ
とができる
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Q

A 免職、停職、減給、戒告の４種類があります。

懲戒処分には
どのようなものがあるのか44

　懲戒処分は、任命権者が職員の一定の義務違反や非行に対し、道義的責
任を問う処分であり、それによってその地方公共団体における規律と公務
遂行の秩序を維持することを目的としています。
　懲戒処分の種類には、免職、停職、減給、戒告の４種類があります（法
29 条１項）。内容は次のとおりです。

❖懲戒処分の種類は４種類

【懲戒処分の種類】

処分 内容・効果 法定事由（法 29条１項）

免職

職員の職を失わせる処分
　※服務義務違反の責任を問うための制裁
として、当該職員を勤務関係から排除
する処分。職員に対する制裁という点
で分限免職とその目的を異にする

①�地方公務員法若しくは
同法 57 条に規定する
特例を定めた法律又は
これに基づく条例、地
方公共団体の規則若し
くは地方公共団体の機
関の定める規程に違反
した場合

②�職務上の義務に違反
し、又は職務を怠った
場合

③�全体の奉仕者たるにふ
さわしくない非行の
あった場合

停職

職員の有する職務執行の権利を一定期間停
止し、職務に従事させない処分
　※分限処分の休職が、公務能率を維持す
るための処分であるのに対し、停職は
職員の道義的責任を追及するための制
裁

減給

職員に対する制裁として一定期間、職員の
給与の一定割合を減額して支給する処分
　※分限処分における降給と異なり、その
期間が満了すれば、元の給料額に復す
る

戒告 職員の服務義務違反の責任を確認し、その
将来を戒める処分
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❖懲戒処分の事由は法定事項のみ
　懲戒処分の事由は処分の種類にかかわらず、以下の３つがありますが、
分限処分とは異なり、すべて地方公務員法で定められた事由に限られます。
（１）地方公務員法等に違反した場合
　基本的には地方公務員法に定められている服務規定に違反した場合や、
地方公営企業等の労働関係に関する法律等の特例法に違反した場合が該当
します。
　また、地方公務員法以外の職務に関する法令に違反した場合も、結局は
地方公務員法 32 条の法令遵守義務違反となるので該当します。この場合
は、同時に職務上の義務違反の事由にも該当することになります。
（２）職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合
　職務上の義務は、法令又は職務上の命令によって課せられるものですか
ら、職務上の義務違反は地方公務員法 32 条の服務義務違反となります。
　また、職務を怠ることは同法 30 条、35 条に定める職務専念義務違反と
なります。したがって、職務上の義務違反は、（１）の地方公務員法等の
法令違反の事由にも該当します。
（３）全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合
　汚職や職権濫用などが該当しますが、どのような行為が該当するかは、
個々の場合について、社会通念に基づき客観的に判断されることになりま
す。なお、この場合も信用失墜行為の禁止という服務義務違反となります
ので、（１）の地方公務員法等の法令違反の事由にも該当します。

N O T E
　懲戒処分としては、4種類の処分があるだけですが、現実には、この他に
訓告や厳重注意等の措置がとられることがあります。
　訓告は、将来を戒める事実上の行為であると考えられ、指揮監督権限を有
する上級職員が、当該職員に対し職務の遂行の改善に資するため、制裁的実
質を備えていない限り可能と解されています（法制意見昭28. 8. 3）。
　なお、訓告は、職員の法律上の地位に影響を及ぼさないため、行政訴訟の
対象となる処分ではありません（長野地判昭39. 3. 14）。
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